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2-3 評価手法に関する分析 

2-3-1 比較基準による類型 

介入の成功・失敗を判断するための代表的な比較基準を以下に解説する。 

 

図表 比較基準による類型 

タイプ 1：目標値比較型  

＜利点＞ 

・ シンプルで分かりやすい 

・ マネジメント判断に利用しや

すい 

＜制約＞ 

・ 目標値の設定が恣意的になりやすい 

・ 事前事後比較と同様に、当該期間における外部要因による影

響を取り除けない〔ただし外部要因の影響も含めて管理して

成果を出すべきというのが本来の目標管理型マネジメント

（Objective-based Management）の考え方〕 

タイプ 2：事前事後比較型  

＜利点＞ 

・ シンプルで分かりやすい 

・ 目標設定のあいまいさを考慮

しなくてよい（指標値が事前よ

りも改善していることが唯一

の判断基準となる） 

＜制約＞ 

・ 外部要因による影響値を取り除けない（他ドナーの援助活動

の影響まで含んでしまっている） 

・ どの程度の改善なら改善したと判断すべきかあいまい（その

ため統計検定が利用されることがある） 

タイプ 3：比較グループとの比較型  

＜利点＞ 

・ 外部要因による影響値を相当

取り除くことができる 

・ 事前段階の指標値が必要ない

（あればより正確に分析でき

るが） 

＜制約＞ 

・ データ収集の費用と時間が倍になる 

・ 果たして、実施グループとグループがどれだけ近似している

か（いたか）に疑問が残る 

タイプ 4：インタビュー型  

 受益者インタビュー、フォーカスグループ、Story telling などの定性的手法を、暫定的に「イン

タビュー型」と呼称する。 

＜利点＞ 

・ 簡便で費用が安い 

・ 読者の共感を得やすい 

＜制約＞ 

・ 恣意的になりやすい（インタビュー対象者の選択、質問の選

択、インタビューの進め方などで） 

・ 個人の事実観察の情報と、個人の価値判断が一体となりやす

い（ただしその一体化をメリットとする主張もある） 
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2-3-2 データ収集方法・分析方法（実績測定型、インパクト評価型） 

このハンドブックではさまざまなデータ収集方法・分析方法を解説しているが、大きくカテゴリー分けする

と、「実績測定型」(Performance Measurement Type)と「インパクト評価型」(Impact Evaluation Type)に分け

ることができる。復習の意味を込めて、以下に、その 2 種類の考え方と基本的な手続きを解説する。 

 

1. データ収集方法・分析方法 1（実績測定型） 

モニタリングの一種である実績測定（Performance Measurement）を、次のステップで適用して因果関係

を推定する。 

①  成果指標（アウトカム指標、Outcome Indicator）を決める。 

②  ベースライン値を収集する。 

③  目標値を設定する。 

④  毎年の実績値を収集して報告する。 

⑤  定期報告（年度ごと）において達成度を判定する。 

そして、実績値がベースライン値を離れて目標値に徐々に近づいていけば、想定された因果関係があ

ったものと推定する。 

以下のような簡単で分かりやすい実績測定表（Performance Measurement Sheet）あるいは類似の名称

の記入表を用いて実績値を記入する。 
 

実績測定表 

 
 

今回分析した多くの評価報告書でこの実績測定型のデータ収集・分析手法が用いられている。また、グ

ラフを用いて、時系列的な変化や目標値との乖離が狭まっていく様子を表示すると分かりやすい。 

1年目 2年目 3 年目 4年目 5年目 
（ベースライン） （エンドライン ）

年度

目標値( 単位も記載）

実績値（ 単位も記載）

特筆すべき外部要因
（成果指標値に影響を与 えるイベ
ントが 発生した場合に文章で 記載
する）

最終年度の達成度合の判定 
及び文章による説明 

 （A:完全 に 達成 、B：おおむね達成 、C:ある 程度達成、D:未達成）

 年目 
記載項目

目的・目標 ( Objective or Goal)

目標・目的 を測定する達成度合を測定 する 
成果指標（Outcome Indicator)

指標値の収集方法（既存 のデータソースから 
入手するならその入手先）
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2. データ収集方法・分析方法 2（インパクト評価型） 
 
成果指標（アウトカム指標）を収集し、以下のいずれかの方法を用いて因果関係を推定する。記

入表は、実績測定表に類似するが、準実験デザイン及び実験デザインでは、対象地域（対象グルー

プ）のほかに比較地域（比較グループ）についても同様にデータ収集を行う必要がある。 

 

因果関係性の特定のための評価デザインの類型（定量的手法） 

A. 非実験デザイン（Non-experimental designs）  

（1）事前・事後比較デザイン （Before-After Design）  

 シンプルに、事前、事後の指標値を比較し、差があれば因

果関係があったと推定する。簡便なので広く用いられてい

る。ただし、事前・事後の間に発生した外部要因による影

響値をまったく取り除けないので、因果関係の推定の信

頼性は低い。 

＊なお、図中の「成果指標」は「アウトカム指標」のことで

ある。 

  

（2）時系列介入デザイン （Interrupted Time-Series） （多変分析への発展も可能） 

 施策介入前の長期的トレンドを導き出し、施策介入後に

トレンドが変わっていれば、因果関係の存在を推定する。

ただし、長期的トレンド以外の外部要因による影響値を取

り除けないので、信頼性はそれほど高くない。なお、時間

以外の複数の要因（変数）を導入することにより、多変量

分析(Multivariate analysis)として行うこともできる。 

 

B. 準実験デザイン（Quasi-experimental designs）  

（3）一般指標比較デザイン （Generic Control）  

全国平均値、全県平均値などの一般指標値を比較に

用いる。外部要因による影響値をある程度除去して考え

ることができるので（なぜなら対象地域が受けた影響とあ

る程度同じ影響を一般指標値も受けているはずだから）、

因果関係の存在の特定に関してある程度の信頼性を確

保できる。また事後段階の差から事前段階の差を引い

て、より純粋なインパクトを推定する「二重引き算法」

（Double Differentiation：DD）も用いられる。  
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（4） マッチング・デザイン （Matched Control） 

可能な限り近似のグループを選定して比較

に用いる。外部要因による影響はどちらのグル

ープも同程度に受けると考えられるので、因果

関係の存在の特定のために高い信頼性を確

保できる。また、一般指標比較デザインと同様

に、事後段階の差から事前段階の差を引い

て、より純粋なインパクトを推定する「二重引き

算法」（Double Differentiation：DD）も用いられ

る。マッチング方法として、Instrumental variable 

(IV)を用いたり、Propensity Score などのより洗

練された方法も提案されている。 

 

（5） 回帰・分断デザイン （Regression-Discontinuity Design） 

成果指標における基準値（カットオフ・ポイン

ト）よりも低い値のグループと、その基準値より

高い値のグループに2分する（図1参照）。その

あと、低い値のグループにはプログラムを適用

するが、高い値のグループには適用しない。一

定期間後、2 つのグループそれぞれの回帰線

を引いてみて、その 2 つの直線がカットオフ・ポ

イントで連続せず、分断があれば、プログラム

の効果があったと評定するものである。  

C. 真実験デザイン （True Experimental Design） 

施策の実施前に、政策適用を無作為割付

（ランダム・アサインメント）により、実施グルー

プと比較グループに分ける。因果関係の存在

の特定に関して大変高い信頼性を誇るとされ

る。ただし適切な適用のためには事前段階か

ら慎重に準備する必要がある。また倫理的な

問題を考慮する必要がある。回帰分析や多変

量解析を組み合わせて分析することも一般に

行われている。  

（出所）世界銀行（2007）、Impact Evaluation for School-Based Management Reform (Doing Impact Evaluation 

No.10), The World Bank 及び佐々木（2010）『評価論理』多賀出版 
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2-3-3 データ収集・分析の進め方 

1．必要な意思決定事項 

 良い評価のためには、事業の計画段階から、モニタリング評価の作業を計画せねばなら

ない。事業の計画段階で、アウトカム指標を決めるとともに、事業終了時及び事後評価時

にはどのような分析作業を行うかをあらかじめ決定しておかねばならない。以下に必要な

意思決定事項をフローチャートの形で示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「簡便な評価」と「本格的

な評価」のどちらを行うか

決定する 

「簡便な評価」 

実績測定型評価（PDM と実績

測定表の利用）の実施決定 

「本格的な評価」 

インパクト評価型評価（大規模サーベイとオリ

ジナルテストの実施がほぼ必須）の実施決定 

事前段階、事業実施段階、

終了時段階の作業を行う

（以下の「実績測定型評価

の作業項目一覧」に従う） 

 

「評価デザインの類型」に従って使用するデザ

インを決定する 

1）非実験デザイン 

2）準実験デザイン 

3）真実験デザイン 

ロジックモデルの作成 

（及びアウトカム指標の

特定・決定） 

＜事前段階のデータ収集作業＞ 

大規模サーベイの計画・実施 

1）学校・校長サーベイ、2）教員サーベイ、 

3）生徒サーベイ、4）保護者サーベイ 

オリジナルテストの実施 

1）生徒テスト 

2）（必要により）教員テスト 

その他必要なデータ収集 

サンプリングを行う 

1） 学校サンプリング 

2） 生徒サンプリング 

＝＞実施グループ、比較グループが決定 

事前段階のその他の作業、

事業実施段階の作業、終了

時段階の作業、事後評価段

階の作業を行う（以下の

「インパクト評価型評価

の作業項目一覧」に従う） 
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2．データ収集・分析の段取り 

 既に 1．で述べたが、データ収集・分析方法は、大きく分けて、「実績測定型」と「イン

パクト評価型」があるので、まず最初にどちらを使用するかを決定せねばならない。決定

したら、以下の段取りに従って、データ収集・分析作業を開始する。 

（1）データ収集・分析作業（実績測定型の場合） 

実績測定（Performance Measurement）は、成果指標（アウトカム指標、Outcome Indicator）

を決め、ベースライン値と目標値を設定し、毎年の実績値を収集して達成度を判定するこ

とを作業内容とする。実績値がベースライン値を離れて目標値に徐々に近づいていけば、

想定された因果関係があったものと推定する。実績測定表は、2-3-2 1.を参照されたい。

ただし、実績測定は、外部要因（他ドナーの援助活動、政府による行政活動、天候の変動、

国際経済の変動など）の影響を除くことができない点に注意を要する。 

実績測定型評価の作業項目一覧 
時期 作業項目 

事前段階 

 

- まず最初に最終アウトカム・中間アウトカムとして何をとるかを決定する。 

- 次に教育省を訪問して、対象地域あるいは対象学校のアウトカムデータが入

手可能かどうか打診する。EMIS で収集されている場合には EMIS から入手可

能かどうか確認する。 

- 入手できなかった場合は、学校サーベイ（校長サーベイ）を実施する。対象校

すべてが望ましいが、対象校が多い場合は、サンプリングをして実施する。 

- 実績測定表の初年度の欄に、目標値等の必要事項と実績データを記入する。 

 

事業実施

期間中 

 

- 毎年年初に、教育省あるいは EMIS からデータを入手する。あるいは毎年年初

に、学校サーベイ（校長サーベイ）を実施する。 

- 実績測定表の 2 年度以降の欄に、入手した実績データを記入する。外部要因

による影響があれば積極的に記載する。 

 

終了時段

階 

 

- 終了時に、教育省あるいは EMIS からデータを入手する。あるいは、学校サー

ベイ（校長サーベイ）を実施する。 

- 実績測定表の最終年度以降の欄に、入手した実績データを記入する。「最終

年度の達成度合の判定及び文章による説明」を記載する。達成度合は、「A：完

全に達成、B:おおむね達成、C:ある程度達成、D:未達成」から選択する。 

 

事後評価

段階 

 

終了時段階の作業と同一だが、より多くのアウトカムデータが入手可能になって

いるはずであり、より深い分析を行う。その分析結果を踏まえて、事業の最終的

な評価結果を下す。 
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（2）データ収集・分析作業（インパクト評価型の場合） 

インパクト評価型の分析は、非実験デザイン、準実験デザイン、真実験デザインのいず

れかの方法を用いて可能な限り厳格に介入効果を推定することを目的とする。各デザイン

の詳細は、2-3-2 2.を参照されたい。インパクト評価型の分析は、事前段階から綿密に計

画を立てて実行することが必須である。 

インパクト評価型評価の作業項目一覧 
時期 作業項目 

事前段階 

 

- まず最初にどのデザインを用いるかを決定する。 

- 次に最終アウトカム・中間アウトカムとして何をとるかを決定する。 

- データ収集に必要なツールを作成する（実績測定表に加えて、サーベイ用

紙、インタビュー用紙、観察記入表などデザインに応じて必要なもの）。 

- データ収集を行う。準実験デザイン及び真実験デザインを用いる場合に

は、比較地域（比較学校）のデータも収集することが必須となる。 

- 収集されたデータを整理し、データベースとして保存しておく。 

- インパクト評価のための必要な事前分析を行う。例えば、介入地域（介入

学校）と比較地域（比較学校）で、アウトカム指標値に差があるとはいえ

ないことを確認するなど。 

 

事業実施

期間中 
- 事業実施期間中に収集すべきデータがある場合には収集する。 

終了時段

階 

 

- 事前段階と同一のツールを用いてデータを収集する（実績測定表に加え

て、サーベイ用紙、インタビュー用紙、観察記入表など事前段階で使用し

たもの）。準実験デザイン及び真実験デザインを用いる場合には、比較地

域（比較学校）のデータも収集する。 

- 収集されたデータを整理し、データベースとして保存する。 

- インパクト評価のための必要な事後分析を行う。例えば、介入地域（介入

学校）と比較地域（比較学校）で、アウトカム指標値に差が出たことを確

認するなど。 

- その他必要な分析（例：費用便益分析など）を行い、評価報告書を作成す

る。 

 

事後評価

段階 

 

終了時段階の作業と同一だが、より多くのアウトカムデータが入手可能にな

っているはずであり、より深い分析を行う。その分析結果を踏まえて、事業

の最終的な評価結果を下す。 
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3．データ収集・分析の体制・予算 

（1）他ドナーの評価予算の比較 

外務省の調査（平成 22 年度「政策レベルの ODA 評価（手法・体制）にかかる調査」）で

調査対象となった 4 機関・6 カ国の評価予算の一覧を下表に示す。ここでは、上記同様評

価部署の年間予算と対 ODA/運営予算比を示すとともに、年間予算を単純に年間評価件数で

割った 1 件当たりの評価予算の概算と、情報が得られた場合に限り、実際の評価 1 件当た

りの予算を示している。 

 評価部署年間予算及び評価 1 件当たり経費（2009 年） 

組織・国名 
評価部署 
年間予算 
（万ドル） 

対 ODA/ 
運営予算比 

*1 

年間評価

件数  

評価 1 件

当たり評価

部署予算 
（万ドル） 

評価 1 件

当たり 
経費  

（万ドル） 
世界銀行 3,100 1.4％ 90 34 30 *2 
ADB 800 2.0％ 30~33 25  
IADB 731 1.4％ 27 27 34 *2 
UNDP 900 2.7％ 16 56 23 *3 
USAID 200 - 5~10 27  
CIDA 360 0.1％ 2~7 80 25 *4 
DFID 900 0.094％ 23 39 15.8 *2 

オランダ 500 0.075％ 5~11 63  

ドイツ 738 *5 0.12％ 5~8 *6 34~55  34~68 *7 

フランス 330 *8 0.06％ 12 *9 12 *9  

日本外務省 240 0.035％ 11 22 25 *10 
*1 二国間ドナーは対 ODA 金額比、国際機関は対運営予算比。 
*2 現地調査ヒアリング結果に基づく。ただし、DFID は多くの案件が合同評価であることに留意が必要。 
*3 国別プログラム評価の場合。他種類の評価は 15～39 万ドル。 
*4 バングラデシュ国別プログラム評価（2008）の場合。 
*5 BMZ222 万ドル、GTZ243 万ドル、KfW273 万ドルの合計金額。外務省の調査（平成 22 年度「政策レ

ベルの ODA 評価（手法・体制）にかかる調査」） 
*6 BMZ のみの件数。GTZ は 30 件、KfW は 50～60 件。 
*7 ヒアリング結果に基づくが 1件当たりの幅が大きく、国別評価の場合の経費がどの程度か不明。 
*8 外務・欧州省 140 万ドル、AFD120 万ドル、経済産業雇用省 70万ドルの合計金額。 
*9 外務・欧州省のみの件数。AFD16 件（プロジェクト評価を除く）。 
*10 1 ドル約 80 円（本調査実施時点）として計算。 
（情報ソース）OECD、2010 及び他ドナー文献調査、現地調査ヒアリング結果に基づき調査団作成 
（出所） 外務省の調査（平成 22 年度「政策レベルの ODA 評価（手法・体制）にかかる調査」） 

なお、この表の年間評価予算を見る際には注意が必要である。それは次のとおりである。

（1）評価部署の経常経費が含まれる場合とそうでない場合がある。（2）評価部署の職員が

評価者またはチームメンバーとして評価に参加する場合と、すべて外部に委託して評価す

る場合がある。（3）評価実施件数で割る場合にも、実際は評価案件の種類によって規模が

大きく異なる場合があった。（4）合同評価において評価予算を複数の機関・国が負担して

いる場合には、当該機関の負担分と評価案件全体の予算額は異なる。 

評価件数で単純に割った 1 件当たり金額は 12 万ドルから 80 万ドルまで幅広く、上記の

とおり条件が異なる結果だと考えられる。一方、実際の国別評価 1 件当たり経費を確認で

きた世界銀行、IADB、UNDP、CIDA の間に大きな金額の差はなく、平均 28 万ドルであった。
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この数字を、日本の従来の評価 1 件当たり経費である 2,000～2,100 万円と比較すると、強

い円高傾向にある本調査時点の換算レートを用いた場合は同程度（1 ドル約 80 円とすると

25～26 万ドル）であり、これより円安の場合では単純な比較はできないが、日本外務省に

よる国別評価・重点課題別評価の予算が若干少なめといえる。 

 

BOX サーベイにかかる費用の例 

世銀（D1-1）では本格的なインパクト評価が実施されているが、その際のサーベイに

かかった費用に関して次の記述があり、参考になる。 

データ収集の範囲 

世帯レベルのサーベイ 

 世帯 

 生徒個人 

 生徒テスト 

 

1,740 

7,191 

3,582 

学校レベルのサーベイ 

 小学校 

 中学校 

 教員 

 

417 

289 

3,129 

総費用：US$263,000 (約 2,500 万円) 

 また、「通常は 1世帯当たり US$100 が標準的であるが、1,740 世帯を対象にした今回の

調査では、US$50 以下に抑えることができた」と述べている。したがって条件の悪い国や

地域では上記の金額以上に費用が必要になると見込むのが安全であろう。 

（出所）D1-1（世銀）、p.6 

 

（2）実施体制及び実施予算の検討 

必要な予算を確保して必要な実施体制を組む。以下が現実的な目安のひとつであ

る。 

 

実施体制 
実績測定型評価の場合 

● 事前、中間、終了時、事後とも役務提供コンサルタント 1 名を 1～2 カ月

間投入する。 

● データ収集のためのローカルコンサルタント（1～2名×1～2カ月）が確

保されると、より充実したデータ収集が可能となる。 

インパクト評価型評価の場合 

● 事前段階と事後段階に、業務提供コンサルタントを 1～2カ月投入する。

業務提供なので 3名程度のチーム構成となる。 
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● サーベイ実施のためのローカルコンサルタントチーム（数名×2～3カ月）

を確保することが必須。 

● アドバイザーとして学識経験者（教育分野から 1 名、統計分析分野から

1 名）を確保することが望ましい。 
実施予算 

実績測定型評価、インパクト評価型評価の双方の場合 

上記の実施体制を構築できる規模の予算 
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2-3-4 サンプリング方法 

1．代表的なサンプリング方法一覧 

専門書が提案する代表的なサンプリング方法は以下のとおりである。今回のレビューではこのう

ち、「層化ランダム法」と「体系的ランダム法」を用いてサンプルを選択していた案件がいくつか

あった。一方、対象となった小学校の生徒全員を学力テストの対象とするなど、サンプリングを用

いていない評価案件も多かった。また、各学校から教員を 1 人選択して授業観察をした案件もあっ

たが、どのような基準で選択したのかは明らかではない評価案件もあった。 

 

（1）確率サンプリング（Probability Sampling Designs） 

種類（Type） 方法の概要（Selection Strategy） 

単純ランダム法 

（Simple random） 

母集団の各メンバーが、サンプルとして選ばれることに関し全く同じ確率を有する。 

（Each Member of the study population has an equal probability of being selected.） 

系統的ランダム法 

（Systematic random） 

母集団の各メンバーをリストにしたあと、まず無作為に 1 つサンプルを選び、そのあとは等

間隔でサンプルを選んでいく。（Each member of the study population is either 

assembled or listed, a random start is designated, then members of the population are 

selected at equal intervals.） 

層化ランダム法 

（Stratified random） 

 

母集団の各メンバーを階層に分けたあとに、各層を構成する個数の比率に応じて、単純

無作為法により、階層からサンプルを選ぶ。（Each member of the study population is 

assigned to a group or stratum, then a simple random sample is selected from each strut 

am.） 

クラスター法 

（Cluster） 

母集団の各メンバーをクラスター（群）に分けたあとに、単純無作為法によりクラスターを

選び、選ばれたクラスターのメンバーをすべてサンプルとする。（Cluster: Each member of 

the study population assigned to a group or cluster, then clusters are selected at random 

and all members of a selected cluster are included in the sample.） 

多段階法 

（Multistage） 

まずいくつかのクラスター（群）をサンプルを選ぶためのクラスターとして選び、そのクラス

ターから単純無作為法によってサンプルを選ぶ。クラスターの選択は、多段階にわたって

行われる。（Clusters are selected as in the cluster sample, then sample members are 

selected from the cluster members by simple random sampling. Clustering may be 

done at more than one stage.） 

（2）非確率サンプリング（Nonprobability Sampling Designs） 

種類（Type） 方法の概要（Selection Strategy） 

最大類似事例法・ 

最大相違事例法 

 

類似の状況を代表している事例をサンプルとして選ぶ。あるいは逆に、非常に違った状況

を代表している事例をサンプルとして選ぶ。（Most Similar/Dissimilar Cases : Select 

cases that are judged to represent similar conditions or, alternatively, very different 

conditions.） 

代表事例法 サンプルとして選んで調べることが有益だとあらかじめ分かっている事例で、極端な事例

でない代表的な事例をサンプルとして選ぶ。（Typical Cases: Select cases that are 

known beforehand to be useful and not be extreme.） 

割当法 

 

母集団について容易に特定できる変数に関する比率（例：男女比率、年齢比率）と、同じ

比率を生み出すようにサンプルを選ぶ。（Quota: Interviewers select sample that yields 

the same proportions as the population proportions on easily identified variables.） 

（出所）Gary T.Henry, Practical Sampling, Applied Social Research Methods Series Volume 21, Sage Publication, 1990, p.18 

TABLE2.1 and p.27 TABLE 2.2。英文はすべて原文どおりに掲載した。 
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2．サンプリングの具体的手続き 

前ページの一覧のうち、いくつかの方法に関して具体的に解説する。筆者の経験から、以下の 4

つを解説する。1 番目のランダム・サンプリングが最も理想的な方法で、2 番目がコスト面から使

いやすい方法、3 番目はかなりラフだが現実的な方法、そして 4 番目が全く勧められないが実際に

はよく使われる方法である。 

 

（1）単純ランダム法、体系的ランダム法、層化ランダム法  

最も理想的なサンプリングの方法である。母集団全員のリストを入手して、1から順番に番号を振る。

例えば母集団が 10,000 人なら、1～10,000 の番号を振る。そして、1 から 10,000 までを書いた小さな

紙片を袋に入れて、必要なサンプル数（例えば 100 人）分の紙を取り出す。つまり、くじ引きと同じで

ある。なお、一度引いた紙をまた袋に戻してから次を引くと完璧だが、母集団が 10,000 人と多い場合

には、戻さなくても差し支えない。 

次に理想的なランダム・サンプリングの方法は、一定の間隔ごとにサンプルを選んでいくというやり

方で、これを体系的ランダム法と呼んでいる。例えば 10,000 人から 100 人選ぶなら、リストから 100

人ごとに選んでいく。この場合に絶対に必要な条件は、リストに何らかの規則性がないことである。100

人ごとに必ず男性になるように並んでいる場合にはこの方法は使えない。 

さらに、層化とランダム・サンプリングを組み合わせた層化ランダム・サンプリングもよく用いられ

る。最初に、母集団を収入や学歴などによっていくつかの層に分ける。そして、各層を構成する個数の

比率に応じて、各層から選ぶサンプル数を決定する。最後に、各層からランダム・サンプリングでサン

プルを選択する。この層化ランダム・サンプリングの利点は、偶然によってある特定の層からサンプル

が大量に選ばれる（これはあくまで偶然によるわけであるが）を避けることができるということである。 

 

（2）クラスター法   

母集団の構成員が必ずどれかのクラスター（群）に属するようにグループ分

けする。そして、上記のランダム・サンプリングによっていくつかのクラスタ

ーを選び、選ばれたクラスターに属する構成員はすべてサンプルとして採用す

るという方法である。350 市で構成されるある県で、小学校の評価を行う場合

に、単純なランダム・サンプリングではたぶんほとんどの市に行くことになり

コストがかかる。この場合、350 市のなかからいくつかの市を選んで、それら

の市に属する小学校はすべてサンプルとするというものである。こうして必要

なサンプル数を満たす。このとき、各市の小学校の数ごとにサンプリングが当

たる可能性を調整しておく。つまり、ある市に小学校が 30 校あったら 30 個の

数を割り当てておく一方、ある市に小学校が 2 校しかなかったら 2 個の数字を

割り当てておくというものである。 

なお、クラスターの数は多ければ多いほどいい一方で、クラスターが 2 個と

か 3個しかない場合はこの方法は意味がない。 

 

      全体     サンプル 

A 市    8    →    8    

B 市    5    

C 市   10  →  10  

D 市    4    

E 市    1    →    1    

F 市    6    

G 市   12  →  12  

H 市    9    

I 市    7    →    7    

J 市    6    

K 市    9    →    9    

L 市    8    

M 市    1    

N 市    0    

O 市    2    →    2    

P 市    2    

Q 市  15  →  15  

R 市    6    

S 市    4    →    4    

： ： 

： ： 
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（3）現地系統サンプリング（Field-based Stratified Sampling） 

層化ランダム法の応用である多段階法の更なる応用方法で、国際協力の保健分野で広く使われている

方法である。なお、「現地系統サンプリング」というのは、本ハンドブックが提案する造語である。村

ごとのだいたいの世帯数は分かっているが、世帯のリストなどは存在しない。しかも、サンプリングし

てからインタビューに行くという時間と費用がないというよくある状況で、一度の訪問でサンプリング

もインタビューも行う方法であり、かなりラフだが、よく用いられる。 

 

 

（4）割当法  

縦軸、横軸の 2つの要素で分類して、それぞれのマスの中で最も標準的（普通）と思われるものをサ

ンプルとして選ぶ方法である。非常によく用いられるが、恣意的になりやすい。 

 

 

 

●ある一定規模以上の援助案件の数

東アジア 西アジア アフリカ 南米 東アジア 西アジア アフリカ 南米

工業 40 20 0 10 工業 4 2 1

農業 10 5 0 10 農業 1 1 1 1

漁業 0 0 10 0 漁業 1

道路 30 0 0 0 道路 3

それぞれのマスの案

件のなかで、標準的

と思われる案件をサ

ンプルとして選ぶ。

 A 村
約 80 世帯 

 C 村 
120 世帯 

  B 村
40 世帯

  D 村
約 200 世帯

現場でラフな地図を作成して、
その地図に従い、等間隔で世帯
を選んでインタビューしていく。 8 世帯

12 世帯
４世帯

  20 世帯（サンプリングとインタビュー
を同時に行うということ）

例えば、約 80 世帯の A 村で８
世帯選ぶ場合には 10 件ずつ
間隔を置いて訪問していく。
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3．サンプルサイズの決定 

  サンプルサイズの決定は大変複雑な問題である。非常にしばしば、サンプルサイズは、

予算の制約によって決まってしまう。もし予算の制限がなければ、公式を援用して計算す

ることも可能である。母集団の平均値を推定する場合と、母集団の比率を予想する場合で

式は根本的に違うが、いずれの場合も次の項目に関する情報が必要である。それは、(i) 用

いる統計テスト及びそれが仮定する確率モデル、(ii) 有意水準（90 あるいは 95 がよく用

いられる有意水準である）、(iii) 希望する効果サイズ、(iv) パラメーターに関する歴史

的値あるいは推定値である。最後の「パラメーターに関する歴史的値」とは、公式で必要

とされている母集団の標準偏差などを事前に入手することは現実的ではないので、代わり

に過去の類似調査で得られている値で代用するということである。公式については専門書

を当たられたい。 

 ランダムアサインメントを適用する真実験デザインを適用する場合には、ロジ的、財務

的、倫理的な特別の問題をはらむ。ただし、教育研究者の間で共有されている一般的なル

ール（Rule of thumb）があると思われる。それは、40～60 の学校で、かつ、1学校当たり

40～60 人の生徒というものである。ランダムアサインメントによって 2つのグループに分

けられるので、40～60 の学校が半分ずつのグループに分けられることにより、それぞれの

グループの学校数は 20～30 ということになる9。 

（ここまで、The World Bank(2007), Impact Evaluation for School-Based Management 

Reform, p.13） 

 統計研究者の間でも、一般的なルールとして、それぞれのグループのサンプルサイズは

最低でも 25 あるいは 30 とすべきという慣行がある10。世銀のインパクト評価でも、準実験

デザイン（マッチングデザイン）を用いた本格的なインパクト評価において、それぞれの

グループの学校数を 25 あるいは 30 としている例をよく見る。これは、サンプルグループ

の標準偏差を母集団の標準偏差とほぼ同一であるとみなしてよい、つまりサンプルサイズ

が十分に大きいと判断するサイズが 25 あるいは 30 と経験的にいわれているからである。

ただし、日本では、、サンプルグループの標準偏差を母集団の標準偏差とほぼ同一であると

見なしてよいサイズを 100 としている専門書のあることにも注意が必要である。 

 次のページから、今回の分析対象案件において確認されたサンプルサイズの決定に関す

る例を 3つ示す。 

                             
9 It seems to be a rule of thumb amongst educational researchers that 40 to 60 schools (clustered unit of treatment) with 

40 to 60 students (unit on which impact is measured) are needed for a cluster randomized trial contrasting two equally-sized 

treatment groups at conventional power and significance levels in order to detect intercept differences in student achievement 

test scores between 0.10 and 0.25 standard deviations (Bloom and others 1999, Raundenbush and others 2004). 
10 Edwin Mansfield, BASIC STATISTICS with Applications, W.W.Norton & Company, Inc, 1986 

8.4 One-sample Test of a Mean: Large Samples 

 Having described some of basic concepts in the statistical theory of hypothesis testing, we are ready now for a 

detailed consideration of the most important statistical tests. In this and the following sections, we are concerned with 

the case where data are available concerning a single sample. This section covers the test of a mean; the following section 

discusses the test of a proportion. In both sections, we assume that the sample is large (n>30). (p.312);………. If σ is 

unknown and if the sample size is large (n>30), the sample standard deviation s can be substituted for the population standard 

deviationσ in the decision rules given above.(p.321)   
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サンプルサイズはいくつにすべきか？1：インパクト評価型の分析におけるサンプルサイズの実例 

ランダム・サンプリングの実例を以下に示す。この評価では、サンプルサイズは 1グループ当たり 25

校としている。ただし学校レベルのサンプリングであり、選択された学校の対象学年の生徒は全員、学

力テストやサーベイの対象となっていることに注意する。 

J-PAL による回虫駆除薬配布による教育成果の評価事例（ケニア） 

世界の 4人に 1人は、腸内寄生虫に感染しており、それは途上国の小学生の間で特に顕著である。

本プロジェクトはケニアのブシア県において、小学生に医療処置と関連教育を行うことを介入内容と

して、1998－2002 年に実施された。同県の 75校を、ランダム（無作為）に 25 校ずつ 3つのグループ

に分けて、以下の年に介入を実施した（本来は 3年連続の予定であったが、洪水が発生したので、2000

年の分を 2001 年にずらして実施した）。 

 

このように時期をずらして実施することによって結局すべての学校が介入を適用されることにな

り、通常、真実験デザインに関して指摘される倫理的な問題を回避している。1998 年末の時点では、

G1 を介入グループ、G2 を比較グループとして比較できる（G3 も比較グループとして利用できるが省

略）。同時点の G1（介入グループ）の回虫感染率が 27％で、G2（比較グループ）の同感染率が 52％だ

ったので、その差である-25％が介入の効果であると評価された。 

 

真実験デザインを適用しているので、もし同年に同県全域で何らかの感染症が大流行していたとし

ても、両グループ（G1と G2）が受ける影響は同程度になっているはずなので、上記の表に現れた-25％

という差は純粋な介入の効果であると見なすことができる。さらに、2001 年末の時点では、介入を受

けた学校の周辺の学校（G1～3 以外の学校）でも、ある程度感染率が下がっていることが確認された

が、それは本介入による外部効果であると評価された。その外部効果を計算に入れると、合計で 5,707

感染数が削減されたことになる。このほか、学校出席日数が、介入グループでは、比較グループと比

較して 15 日間の増加（1-4 学年）及び 10 日間の増加（5 学年以上）であった。従来は、保健指標だ

けで介入の効果を測定することが多かったが、学習指標にも効果が現れていることが確認された。な

お、当該介入に要した費用と比較すると、1 日当たりの出席を増加させるための費用は US$0.02 と計

算され、従来型の出席を増加させるための直接的なプロジェクトよりも、費用対効果が格段に優れて

いることが確認された。 

（出所）佐々木（2006）ODA 分野における『エビデンスに基づく評価』の試み：「貧困アクションラボ」の動向日本評

価 研 究 Vol6-No.1,pp.43-54 、 Kremer, M., and  Miguel, E. (2003)Worms; Education and Health  

Externalities in Kenya. Poverty Action Lab, MIT 
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サンプルサイズはいくつにすべきか？2：GTZ のインパクト評価のサンプルサイズの実例  

ランダム・サンプリングの実例を以下に示す。この評価では、学校レベルのサンプリングでは、サン

プルサイズは 1 グループ当たり 30 校以上としている。そして、選択された学校の教員や対象学年の生

徒は全員、サーベイや学力テストの対象としている。 

GTZ による「基礎教育改善プログラム」（BEIP）のインパクト評価（イエメン） 

本件評価の目的は BEIP がどのようなインパクトをもたらしたかを明らかにすること。BEIP の対象は

4県（Ibb, Abyan, Hajja, Marib）であった。評価には準実験デザイン（Quasi-Experimental design）

を用いると明記している。具体的には、キャパビルプログラム（校長、教員、父母委員会それぞれ対象）

の参加者と非参加者の間の差を測定する。また参加した教員のクラスと非参加の教員のクラスのテスト

点数の差も測定する。また、事前・事後比較も行う（事前年は 2003/04、事後年 2005。ただし事前と事

後で同一の回答者ではない）。 

1. 学区（School clusters）の選択は区ごとにランダム・サンプリングにより選択した。ただし、

母集団を構成するそもそもの比率に基づいてサンプルサイズが決められたのかどうかは不明（た

ぶん基づいていない）。 

県名 学区数 サンプリング方法 
Ibb 17 ランダム・サンプリング
Abyan 12 ランダム・サンプリング
Hajja 17 ランダム・サンプリング
Marib 12 ランダム・サンプリング
N 58  

2. それぞれの学区からランダム・サンプリングにより、だいたい 3校を選択した。なお、各学区に

は 6～7校が存在するとしている。 

県名 学区数 選択された学校数 サンプリング方法 
Ibb 17 51 各学区から 3校をランダム・サンプリング 
Abyan 12 30 全学区からランダム・サンプリング 
Hajja 17 51 各学区から 3 校をランダム・サンプリング 
Marib 12 30 全学区からランダム・サンプリング 
N 58 162  

3. 最終的に以下のようなサンプルを得た。ベースライン時の校長の数が159となっていることから、

162 校のうち 3 校は結局調査に加えることができなかったものと推察される（ただし単純に校長

が不在だった可能性もある）。 

 

（出所）D2-11、pp.7-8 
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サンプルサイズはいくつにすべきか？3：GTZ の成果重視モニタリングのサンプルサイズの実例  

ランダム・サンプリングと割当法の実例を以下に示す。この評価では、学校レベルのサンプリングで

は、サンプルサイズは 1 グループ当たり 60 校以上としている。そして、選択された学校の教員や対象

学年の生徒は全員、サーベイや学力テストの対象としている。 

GTZ による「基礎教育改善プログラム」（BEIP）の成果重視モニタリング（イエメン） 

本件モニタリングの目的は BEIP のアウトカムの経年変化を把握して、介入の効果を推定すること

である。本件では、各地区の教員委員会（Governorates）が学区と学校の選択を行っている。 

1. まず各地区の教育委員会がランダム・サンプリングにより、学区（District）を選んだ。 

2. 調査日一日の間に調査員が 2～3校を訪問できるようにするため、各学区からの学校の選択は、

ジェンダー（男子校/女子校/共学校）と学校の質（school quality）の組み合わせで‘バラン

スよく’選択した。つまり、ジェンダーと学校の質によって、あらかじめ数を割り当てて、そ

れから具体的に選択した。 

3. 以上の手続きを通じて、以下のとおりの選択を行った。ただし、比率による割当のはずが、実

際には年によってかなりの違いが見られるのが残念である。 

School Gender Mixed 

school 

Female 

school 

Male school Total N（ｻﾝﾌﾟﾙ数） 

 1st year 46％ 42％ 12％ 100％ 60 

 2nd year 47％ 28％ 23％ 100％ 60 

Quality 

Status 

Low Medium High N/A Total N（ｻﾝﾌﾟﾙ数） 

 3rd year 30％ 32％ 26％ 10％ 100％ 60 

 4th year 17％ 28％ 55％ 100％ 60 

 

（出所）D2-11 (Herbert Bergmann, IISe Voss-Lengnik (2007). Results-Based Monitoring of BEIP-GTZ Interventions 

in Abyan, Ibb, Hajja and Marib Governorates of Yeme), GTZ. p.10 
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2-4 代表的な教育指標に関する解説 
 以下の一覧は、国際協力事業団/国際総合研修所(2002 年 5 月)『開発課題に対する効果

的アプローチ 基礎教育』の付録 2(p.60)に掲載された一覧である。更に詳細な解説を希

望される方は原書をダウンロードして参照されることをお勧めする。 

http://www.jica.go.jp/jica-ri/publication/archives/jica/field/pdf/2002_02a.pdf 

 また、教育協力 NGO ネットワーク(2010)『教育協力事業の指標ハンドブック－学校教育

編―』も教育指標の計算方法を掲載しており参考になる。更に詳細な解説を希望される方

は原書をダウンロードして参照されることをお勧めする。 

http://e-archive.criced.tsukuba.ac.jp/data/doc/pdf/2010/04/201004225683.pdf 

 

付録 2. 基本チェック項目（基礎教育） 
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なお、国別基礎指標の入手先としては以下の情報ソースがある。 

- UNESCO Institute of Statistics（UIS）のデータベース 

http://www.uis.unesco.org/ev.php?ID=2867_201&ID2=DO_TOPIC 

- UNESCO の EFA Global Monitoring Report 

http://www.unesco.org/new/en/education/themes/leading-the-international-agenda/e

fareport 

- 世銀の EduStat 

http://web.worldbank.org/WBSITE/EXTERNAL/TOPICS/EXTEDUCATION/EXTDATASTATISTICS/ 

EXTEDSTATS/0,,menuPK:3232818~pagePK:64168427~piPK:64168435~theSitePK:3232764,00.

html 
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別添 1 ドナー間の用語の使い方一覧 
ドナー間で、評価に関する用語の使い方に関する混乱が広く観察されるため、以下に一覧表として整理した。 

 

図表 ドナー間の用語の使い方一覧 

 

プランニングの用語 評価の用語 

 

PDM 

 

USAID 

 

世銀 

最も普及してい

る用語の使い方

(USAID など) 

DAC 評価 5 項目 

での用語の使い方 

世銀の 

用語の使い方 

 

 

上位目標 

(Overall Goal) 

 

 

SO 

 (Strategic  

Objective) 

 

PDO 

(Project 

Development 

Objective)   

 

最終アウトカム 

(Final outcome) 

  

 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ目標 

(Project Purpose) 

 

 

IR 

 (Intermediate  

Result) 

 

IO 

(Intermediate 

Outcome) 

（ただし呼称多数) 

 

中間アウトカム 

(Intermediate 

Outcome) 

 

アウトプット 

(Output) 

 

 

Output 

 (アウトプット) 

 

 

Output 

 (アウトプット) 

 

 

アウトプット 

(Output) 

 

有効性 

(Effectiveness) 

ｱｳﾄﾌﾟｯﾄがいかに

効果的に中間ｱｳﾄｶ

ﾑに変換されたか 

インパクト 

(Impact) 

上位目標の達成度

合も含むが、それ

以外の正負の出来

事も対象 

効果性 

(Efficacy) 

アウトカムの分析

を 2 レベルに分け

て行う必要はない

と考えている（た

だし USAID と同様

に 2 レベルに分け

ることも多い） 
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別添 2 「インパクト」の 3種類の使い方一覧 
 

「インパクト」という用語がいくつかの意味で使われていることによる混乱が、日本で

も世界でも広く見られる。本評価ハンドブックでは、あえて、「効果インパクト」「間接イ

ンパクト」「長期インパクト」という用語を当てて区別することを提案する。 

 

名称 意味 使用事例 

効果インパクト 

(Effectiveness-type 

impact) 

アウトカム（総変化量）から外部要因による影響

値を除去したあとの純粋な変化量を指す。介入行

為が引き起こした正味の変化量ともいえる。 

USAID や J-PAL など。経

済学分野などで使う「イ

ンパクト評価」もこの使

い方に沿っている。 

 

間接インパクト 

(Indirect impact) 

直接的に発生した効果以外に発生した正・負の変

化を指す。 

PDM の使い方がほぼこれ

に当てはまる（ただし

PDM では長期インパクト

を指すこともある）。 

 

長期インパクト 

(Long-term impact) 

短期的に発生した効果のあとに発生する長期の変

化を指す。Result chain と称して、時間軸に沿っ

て、アウトプット＝＞アウトカム＝＞インパクト

と書く場合の使い方がこれに当たる。 

 

CIDA、一部ヨーロッパド

ナー。また PDM における

インパクトもこれに当

たる場合がある。 
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別添 3 評価ツール（質問票、テストなど） 

1. 質問票の例 1(GTZ の例) 

今後の評価実施の参考になると思われるので、今回の評価報告書のレビューの過程で特定された他ド

ナーの質問票やインタビューシートのサンプルを添付する。以下は、実際に GTZ の評価で用いられた各

種質問票やインタビューシートである。なお、これらのシートはあくまで参考にすぎず、現場の案件タ

イプや、把握したいデータニーズに即して、大胆に変更や取捨選択がなされねばならない。 

 

A. 授業観察シート（GTZ） 
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  B. 校長（School Directors）インタビューシート（GTZ） 
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C. 教員インタビューシート（GTZ） 
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D. 保護者会（School Council）インタビューシート（GTZ） 
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E. 学校チェックリスト（GTZ） 

 
（出所）D2-11 (GTZ) 

 

添付省略：Interview sheet for DEOs、Guidance Personnel. 

 

 

F. 学校支出インタビューシート（世銀） 

 

（出所）D1-1 (World Bank) 
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2. 質問票の例 2(JICA の例) 

以下は、JICA 支援の「中等理数科教育強化計画プロジェクト(SMASSE)」に関するインパクト評価で用

いられた各種質問票である。なお、これらのシートはあくまで参考にすぎず、現場の案件タイプや、把

握したいデータニーズに即して、大胆に変更や取捨選択がなされねばならない。 

A. 校長対象 
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B. 教員対象 
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C. 生徒対象 
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3. 学力テストの例 

以下は、世銀の評価で実際に用いられた学力テストの一部である。大変、シンプルな問題で構成され

ている。なお、JICA の事例としては、先述の「中等理数科教育強化計画プロジェクト(SMASSE)」で作成

されたプロジェクト独自の学力テスト用紙（数学、生物、化学、物理）があり、JICA 関係者は入手可能

である。 

A. 学力テスト（世銀） 

 

 

（出所）D1-1 (World Bank)
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本ハンドブック作成にあたって参照した関連資料 

 

本ハンドブック作成にあたり、JICA 事業の評価や指標設定、教育協力の評価

に関する参考資料を適宜参照し、本ハンドブックでは、他の参考資料では十分

に言及されていない基礎教育協力の評価指標設定方法や評価方法に焦点を絞っ

て記述するように努めた。 

JICA 事業の評価に関する基礎知識や、セクター横断的な評価に関する共通事

項等については、該当する参考資料や調査研究報告書を併せて参照していただ

きたい。以下に主な参考資料をまとめた。 

 

1) JICA 事業の評価に関する基礎知識 

「新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版」（外部公開）（2010 年、JICA 評価部） 

「新 JICA 事業評価ガイドライン【実践編】」（内部資料）（2010 年、JICA 評価部） 

技術協力、無償資金協力、円借款の 3 スキームについて、JICA 事業評価の基

本的な枠組み、評価の実務（事前評価から事後評価までの評価の手順、調査方

法、作成する資料、様式、評価結果の公開方法、評価結果要約表作成チェック

ポイント、評価報告書の構成等）、評価に関する参考情報（優良事例、失敗例、

ドナーの評価方法など）がまとめられている。 

 

2) 指標設定方法等に関する執務参考資料 

「評価実務ハンドブック『アウトカム指標の考え方』」（和文、英文、仏文、西

文）（内部資料）（2006 年、JICA 企画・調整部） 

「アウトカム」の考え方、アウトカムレベルの評価指標をどのように設定す

るか、をまとめた執務参考資料。英・仏・西語版があるので、評価に関する考

え方を協力相手国のカウンターパートと共有する際にも活用できる。 

 

3) 基礎教育の評価に関する執務参考資料、報告書 

「JICA 基礎教育開発プロジェクト評価ハンドブック」(教育開発プロジェクト実

施・評価体制改善のためのプロジェクト研究) 国際協力機構 社会開発調査部/

財団法人国際開発センター・㈱コーエイ総合研究所(2004) 

上記教育開発プロジェクト研究の成果品の一部、教育開発・プロジェクト及

びプログラムに対する評価手法を検討したもの。基礎教育分野のプロジェクト

評価の手順、指標設定と収集、評価と留意事項について一般的な例を提示して

いる。 
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「教育の質」～JICA の基礎教育協力の改善に向けて～ JICA 教育課題タスクフ

ォース（2007） 

教育協力のアウトカムとして想定されることの多い「教育の質」について、

国際的な議論、途上国の政策における定義、JICA 事業における考え方を概観し

た資料。教育の質フレームワーク(例)、教育政策における教育の質評価指標の

比較、国際学力調査の比較等、基本となる参考情報が豊富。 

 

「教育協力事業の指標ハンドブック－学校教育編－」平成21年度文部科学省「国

際協力イニシアティブ」教育協力形成事業、教育協力 NGO ネットワーク（JNNE）

（2010） 

NGO による教育プロジェクトを事例として、「学校建設事業」「教員研修・教材

開発事業」「学校運営改善事業」について教育協力の指標モデルを提示したもの。

教育評価の入門編的資料。筑波大学教育開発国際協力研究センター（CRICED）

の「『国際協力イニシアティブ』ライブラリ (e-Archives) 」から電子データを

入手できる。 

 

「理数科教育協力にかかる事業経験体系化～その理念とアプローチ～」（JICA

国際協力総合研修所（2007）  

理数科教育協力の理念と意義を整理し、その理念が現場でどのように実践さ

れているかを分析したもの。理念が反映されたプロダクツとして、教材と評価

ツールに焦点を当て、理数科教育プロジェクトが開発した評価ツール（45 種）

について、JICA 理数科教育協力の特徴として考えられる「生徒中心の授業」の

方針や「指導計画作成」「授業研究」といったアプローチがどの程度反映されて

いるかを分析したもの。SMASE を中心とする教員研修のロジックモデルが整理さ

れている(p.51)。 

 

「理数科教育協力にかかる教材・評価ツール基本情報集」JICA 国際協力総合研

修所（2007）  

上記報告書の別冊。研究会で検討された教材及び評価ツールに関する詳細情

報。各教材・評価ツールの電子データは添付 CD-ROM に収録されている。 

 

「評価結果の総合分析「初中等教育/理数科分野」JICA 企画・調整部（2004）  

初中等理数科教育分野 12 案件について、特に教員研修手法に焦点を当ててそ

の協力アプローチと評価結果について類型化を行い、類似案件の参考となる提

言・教訓を導出したもの。教育協力（特に教員研修）に関する評価の課題につ

いても触れられている。 
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プロジェクト研究「ボトムアップの学校運営改善・教育行政強化アプローチの

有効性と課題」JICA 人間開発部（2009） 

 基礎教育分野の開発援助プロジェクト（技術協力プロジェクトと開発調査）

にて採用されている教育マネジメントの援助手法の1つである「ボトムアップの

学校運営改善・地方教育行政強化アプローチ」（以下「アプローチ」）に関す

る事業経験を総合的に取りまとめたもの。案件のレビューを通して、「アプロ

ーチ」を採用した案件の経験を集約して、そのなかから得られる個々の事例の

教訓や課題を分類化・一般化することで、業務上参考となる情報をまとめてい

る。
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事業形成段階で教育セクター情報を把握する際に参考となるオンライン情報 

 

UNESCO Institute of Statistics  

http://www.uis.unesco.org/ev.php?URL_ID=3753&URL_DO=DO_TOPIC&URL_SECT

ION=201 

 

EFA Global Monitoring Report  

http://www.unesco.org/new/fileadmin/MULTIMEDIA/HQ/ED/pdf/gmr2011-stat

istical-tables.pdf 

 

UNESCO (Deprivation and Marginalization in Education Data) 

http://www.unesco.org/new/en/education/themes/leading-the-internation

al-agenda/efareport/dme/ 

 

世界銀行 

http://data.worldbank.org/topic/education 

 

Global Partnership for Education （旧 ： Education for all-Fast Track 

Initiative） 

http://www.educationfasttrack.org/map  

 

UNICEF 

http://www.unicef.org/infobycountry/index.html 

 

PISA 

http://www.oecd.org/document/44/0,3746,en_2649_35845621_44455276_1_1_

1_1,00.html 
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